
新規 ポルトガル語、ベトナム語、タガログ語で情報発信を行った。

具体的な施策

キーパーソンとなる
外国人市民の育成・支
援

7

外国人に対し自治会活動へ参加を促進するため
情報を発信します。

内容・方向性

③

具体的な施策 №

日本人市民と外国人
市民の交流促進

⑤

基本施策 ⑴

自治デザイン課

磐田国際交流協会、多文化交流センターを通じ、
外国人市民が集まる場で多文化共生を啓発します。

外国人市民に対し
地域活動への参加促進

6

磐田国際交流協会

№

1

内容・方向性

自治会や地域づくり協議会と連携した多文化共生意
識の啓発および「やさしい日本語」を普及します。

担当課・関係課・団体

福祉政策課

学校教育課

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

自治デザイン課

3

自治デザイン課

磐田国際交流協会

磐田国際交流協会などの関係団体と連携し、
外国人リーダーに関する情報共有および
育成・支援を行います。

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

磐田国際交流協会・多文化交流センター・
交流センター・市民団体等と連携して交流を
促進します。

5

担当課・関係課・団体

基本施策 ⑵

④

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

■第4次多文化共生推進プラン　取組結果（調査票）
多様な文化の違いを認め合える地域づくり

相互理解の促進　～日本人市民と外国人市民の相互理解の促進を図るため、講座の開催や交流イベントの企画および情報発信に努めます～
2025年度　取組結果

新規採用職員研修と交流センター講座（地域向け）でやさしい日
本語研修を実施した。

やさしい日本語研修を交流センター講座として実施した。

「やさしい日本語ガイドブック」を活用して、庁内向けおよび地域向けにやさしい日本語研修を実施する。

2025年度　取組計画

基本方針 1

各学校の人権教育の年間計画に基づいて、多文化共生をテーマを
扱い、児童生徒の人権感覚を育てた。

多くの子どもたちが英会話教室を通し他国の言語を学ぶことで多文化への
理解を深めることができた。

・外国人情報窓口、磐田国際交流協会、こんにちは！で利用者に対
して情報発信を行った。
・インタナショナルフェスタで情報発信を行った。
・日本語教室や交流会、地域や他団体のイベントで、外国人の参加
を通じて住民同士のつながりを増やし、多文化共生意識を啓発し
た。
・インターナショナルフェスタへの外国人の参加を促し、準備から当
日までの活動を通して多文化共生を啓発した。

・ポルトガル語、ベトナム語、タガログ語でSNSによる情報発信を
行った。
・動画を活用して、視覚的に受け取りやすい情報発信を実施。

LINEややさしい日本語研修を通じて幅広い周知を行った。

・日本語教室で、参加する外国人と日本人とが対話をする活動を行
う。外国人学習者はもちろん、地域の日本人住民に積極的に日本
語教室への参加を促して、地域の多文化コミュニティーとして機能
するようにし、交流を促進した。国際ソロプチミスト磐田によるお茶
体験を実施、日本文化にも触れながら交流した。
・インターナショナルフェスタの開催にあたり、準備から当日までの
活動を通して交流した。
・大小含め年5回の交流会で、外国人、日本人参加者が交流した。
・多文化交流センターの事業で「からだをうごかしてあそぼう」や
「親子クッキング」を実施。外国人親子と日本人親子が交流した。

協働の促進　～外国人市民が、地域の一員として地域社会に参画することを促すとともに地域における外国人リーダーの育成に努めます～
2025年度　取組結果

オリエンテーションや相談対応で自治会に関する説明を行った。
自治会紹介パンフレット（自治会連合会）を７言語に翻訳し、磐田
市に多い国籍の対応を可能にした。

コミュニティの情報収集に努めた。
外国人アンバサダーからの意見反映を意識し、関係課への情報共
有や、意見をもとに外国人情報窓口の動画作成を行った。

・外国人の参加を必要とするところへ適する人を紹介し、在住外国
人の活躍につなげた。
・協会が把握しているリーダーに適すると思われる外国人について、
行政や関係機関と共有する仕組みがあるとよいかもしれない。

磐田国際交流協会

継続
外国人情報窓口の転入オリエンテーションや個別相談の際、自治会参加促進のための資料配布及び説明。
R5年度作成の自治会紹介動画を活用した、情報発信

種別

種別

継続

継続 交流センターで多文化共生を取り入れた講座を開催

継続

継続

各校で行う人権教育の中で多文化共生をテーマとして扱い、子供たちの人権意識を育てていく。

ふれあい交流センターにおいて英会話教室を実施し、他国の言語への触れ合いをとおして多文化への理解を深める。

継続 各団体の窓口や、開催イベントで、日本語教室の案内や自治会の案内を行う。

継続
・日本語教室やICEの交流会、地域や他団体のイベントで、外国人の参加を通じて住民同士のつながりを増やし、多文化
共生意識を啓発する。
・インターナショナルフェスタへの外国人の参加を促し、準備から当日までの活動を通して多文化共生を啓発する。

Ｆａｃｅｂｏｏｋを活用した多言語による情報発信を行う。
また、動画による情報発信を活用し、より多くの外国人へ情報を届ける。

継続

継続 ＩＣＥ、多文化交流センター等の開催イベントや磐田日本語教室に、積極的に自治会の参加を呼び掛ける。

継続
新規

・日本語教室で、参加する外国人と日本人とが対話をする活動を行う。外国人学習者はもちろん、地域の日本人住民に積
極的に日本語教室への参加を促して、地域の多文化コミュニティーとして機能するようにし、交流を促進する。
・インターナショナルフェスタの開催にあたり、準備から当日までの活動を通して交流する。
・年3回程度の交流会で、外国人、日本人参加者が交流する。
・多文化親子ひろばを実施し、外国人親子と日本人親子が交流する。

消防SNSで掲載する内容を翻訳し、Facebookを活用して多言語による情報発信を行う。

2025年度　取組計画

継続
防災訓練等の地域活動で、少し日本語が喋れる・活発に活動に参加している外国人市民について、記録を残し市に報告
する。
外国人アンバサダーを通じた外国人コミュニティの実態把握

継続 リーダーに適すると思われる外国人を連携先と共有し、活躍の場につなげる。

4
外国人情報窓口やＳＮＳなどを活用して

多文化共生を啓発します。

予防課

日本人市民へ
多文化共生の啓発①

2
学校、交流センターなどで国際理解や人権に
関する市民向け講座などを開催し、多文化共
生を啓発します。

② 外国人市民へ
多文化共生の啓発
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⑥

⑦ ＳＮＳの活用と
多言語化の充実

10
市ウェブサイトやＳＮＳを活用した多言語による情報提
供と、外国人向けのシティプロモーションを充実しま
す。

「やさしい日本語」
の活用

継続
いわたホッとメールの多言語配信及び自動翻訳機能がある地域情報サイト「いーわいわた」、広報プラスアプリの周知を図
る。

2

Facebookの言語拡充を実施し、多様な言語で情報発信を行う。
磐田市多文化共生事業のPR動画を作成し、FacebookやYoutubeで広く発信する。
窓口に設置する申請書様式や配付するチラシの外国語版を作成する。（市税課）

基本方針

継続

内容・方向性 担当課・関係課・団体

自治デザイン課
各課

9

継続
・日本語教室やICE窓口、イベントに来る外国人に対し、いわたホッとメールや市Facebook、県の防災アプリ、ICEの
Facebook、その他多言語で得られる情報の取得方法を周知することに務める。
情報を得られるツールのURLなどの情報を可能な範囲で掲載する。

自治デザイン課
各課

自治デザイン課
各課

基本施策 ⑶
具体的な施策 №

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

磐田国際交流協会

自治デザイン課

磐田国際交流協会

基本施策 ⑷

11
磐田国際交流協会などの関係団体を通じて
各種情報の取得方法を周知します。

⑧ 日本語支援者の育成 12
日本語支援者の研修および日本語ボランティア養成
講座の実施により人材発掘と育成を行います。

13
SNSの活用や自治会などの関係団体を通じて日本
語学習意識を啓発します。

磐田国際交流協会

⑨ 日本語学習意識の啓発

⑩ 日本語教室の実施・
運営

14
日本語が話せない方をはじめ、レベルに応じた
日本語を習得できる教室の運営と支援を行います。

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

外国人が集まるイベント等でFacebook、ホッとメールなどの情報発信媒体の周知を行う。
外国人市民向けに発行する資料に、Facebook等のURLを掲載し、フォローを促進する。

新規採用職員研修を行った。
県主催講座を全庁に案内し複数の職員の参加につながった。

県主催講座の案内をとおして、やさしい日本語の全庁周知に努め
た。

・ポルトガル語、タガログ語、ベトナム語に対応
・交通ルール、図書館、体育施設に関する動画を各課と連携を図り
ながら、作成した

8
市職員に向けた「やさしい日本語」の周知および研
修を実施します。

市の各種通知や案内などに「やさしい日本語」の使
用を促進します。

・話せない人の入門クラス、少し話せる人の初級クラスを対面とオンラインで設置。
・様々な人が学習しやすい環境を用意し運営する。
・興味関心の持てる内容の教室活動に努め、学習者の積極的な参加を促し、それによる日本語能力アップと社会生活の改
善充実を目指す。

・いわたホッとメールで多言語配信を行った。
・自動翻訳機能がある地域情報サイト「いーわいわた」、広報プラス
アプリの周知を広報いわたに掲載した。

インターナショナルフェアでパネルにQRコードを掲示した。
外国人情報窓口のオリエンテーションで各種媒体を周知した。

・日本語教室やICE窓口、イベントに来る外国人に対し、いわたホッ
とメールや市Facebook、県の防災アプリ、ICEのFacebook、その
他多言語で得られる情報の取得方法を周知することに務めた。
・情報を得られるツールのURLなどの情報を可能な範囲で掲載し
た。

日本語教育の推進　～定住、永住する外国人市民に対して、日常会話レベルの日本語能力を身に付けられる学習環境を提供するとともに、学習意欲のある方が希望するレベルの日本語学習機会を確保します～

2025年度　取組結果

養成講座をLINEで周知した。やさしい日本語研修で「やさしい日
本語を生かす場」として、ボランティア参加を促した。

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

広報・広聴ＣＰ課

継続

・日本語ボランティア養成講座を行い、市内の日本語教室で活動す
る日本語支援者を発掘、養成した。
・日本語支援者研修を行い、教室コーディネーター・支援者・これか
ら活動したい人のスキルアップを目指した。
・ボランティアを希望する地域住民に、体験会を実施し、気軽に参加
できる支援者を養成するとともに定着促進に努めた。

外国人アンバサダーを通じて教室の様子を発信した

・日本語教室の様子を各教室の外国人コーディネーターに
Facebookで発信してもらい、学習意識を啓発した。
・日本語学習の問い合わせに対し、他団体の日本語教室なども紹
介ることで、日本語を学ぼうとする意欲が持続するように努めた。
・日本語教室では、テーマ設定や活動内容、運営などを工夫するこ
とで、学習者のモチベーションが維持できるよう、　学習が継続しや
すいように務めた。

レベル３以上の参加者が多く、レベルがあがった参加者は８人にと
どまった。

・話せない人の入門クラスを対面で、少し話せる人の初級クラスを
対面とオンラインで設置。
・様々な人が学習しやすい環境を用意し運営した。
・興味関心の持てる内容の教室活動に努め、学習者の積極的な参
加を促し、それによる日本語能力アップと社会生活の改善充実を目
指した。

自治デザイン課

磐田国際交流協会 継続

継続
管理職向けに研修会を行い、各課・グループでの活用促進と文書確認を呼び掛ける。
参考となるやさしい日本語の活用例などを各課へ示す。

多言語対応と日本語学習機会の充実
ＩＣＴなどを活用した情報提供の充実　～生活に必要な情報を、すべての外国人市民が受け取りやすいように「やさしい日本語」やＳＮＳ、動画を活用した情報発信に努めます～

2025年度　取組結果

継続
「やさしい日本語ガイドブック」を活用して、職員向け研修会を開催する。
静岡県主催のやさしい日本語講座を全庁的に案内し、参加を促す。

種別 2025年度　取組計画

継続
自治会、地域づくり協議会で、地域住民に対する周知協力。
ボランティア体験コースを設け、参加しやすい環境をつくる。
日本人支援者募集用動画を活用し、電子媒体による周知を行う。

継続
・日本語ボランティア養成講座を行い、市内の日本語教室で活動する日本語支援者を発掘、養成する。
・日本語支援者スキルアップ研修を行い、教室コーディネーター・支援者・これから活動したい人のスキルアップを目指す。
・ボランティアを希望する地域住民に、体験会を実施し、気軽に参加できる支援者を養成するとともに定着促進に努める。

種別 2025年度　取組計画

継続
日本語教室の様子を定期的に、Facebook等で情報発信する。
外国人アンバサダーを通じて、地域の外国人コミュニティに対して情報発信する。

継続

・日本語教室の様子を各教室の外国人コーディネーターにFacebookで発信してもらい、学習意識を啓発する。
・他団体の日本語講習もSNS等で発信、日本語教室で周知することで、日本語を学んでみようという意識を啓発する。
・日本語教室では、テーマ設定や活動内容、運営などを工夫することで、学習者のモチベーションが維持できるよう、
　学習が継続しやすいように務める。

継続
日本語教室の受講者数や習熟度を把握し、適切な措置を講ずる。
磐田日本語能力判定にて、40人以上の日本語能力レベル上昇を図る。
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・防災講座において、外国人に対して防災の啓発を行った（2/8参
加者数１５名）
・災害協定締結先には、外国人の支援、登用を呼びかけた。

基本方針 3

15
災害時や感染症発生時に必要な情報を届け、適切な
対応が行えるようＮＰＯ団体や外国人を雇用している
企業等と連携した支援体制を構築します。

防災訓練の開催情報などを、多言語に翻訳しFacebook等で発信する。
地域の自主防災会に、外国人市民に対する配慮を意識啓発する。

災害・感染症に備えた
支援体制の構築

基本施策 ⑸

⑪

危機管理課

がんばる企業応援団事業や企業訪問において、随時情報提供を
行った。

・いわた減災ネットワーク連絡会や災害ボランティアコーディネー
ター連絡会などに参画し、災害発生時等に適切な対応を行うため
の支援体制構築に協力した。
・日本語教室で防災をテーマにして、外国人の防災・減災意識を高
めるために関係機関と連携した。

産業政策課・企業

磐田国際交流協会 継続

・ICEのSNSや各日本語教室の連絡ツールを使い、災害時に必要な情報を「やさしい日本語」と可能な言語で発信する。
・いわた減災ネットワーク連絡会や災害ボランティアコーディネーター連絡会などに参画し、災害発生時等に適切な対応を
行うための支援体制構築に協力する。
・日本語教室で防災をテーマにすることで外国人の防災・減災意識を高めるために、関係機関と連携する。

継続
災害時に地域リーダーとなる外国人市民の把握に努める。
多文化共生推進協議会で、各団体との連携について協議し、支援体制のイメージを作る。

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

危機管理意識の啓発　～災害や感染症の発生に備え、外国人市民の危機管理意識の向上と地域組織や企業などと連携した支援体制の構築に努める中で、地域リーダーとなる外国人人材の発掘と育成を行います～

2025年度　取組結果

アンバサダー中心の情報発信は行ったが、地域リーダーの把握は
出来なかった。磐田多文化防災の会などの団体と連携を模索する。

産業政策課・企業

他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

継続

外国人アンバサダーを通じて、地域防災訓練の参加を促した。（R7
地域防災訓練外国人の参加者数122名）

がんばる企業応援団事業や企業訪問において、随時情報提供を
行った。

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

危機管理課

産業政策課・企業

ＳＮＳの活用や自主防災会・企業など防災活動を行う
関係団体を通じて防災意識を啓発します。

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

危機管理課
16

⑫

継続
自主防災会長研修会で自主防災会長等に外国人役員登用を呼びかけ、より多くの外国人が
防災訓練をはじめとした地域活動に参加できるようにする。

継続

17
地域防災訓練へ参加を促進する中で、防災意識を啓
発し、地域リーダーとなる外国人材の発掘・育成を行
います。

SNSの活用や、外国人アンバサダーを通じた情報発信及び意識啓発
防災訓練に参加した外国人市民から、協議会単位で防災リーダーを選出する。
防災リーダーに対して養成講座を行う。

担当課・関係課・団体

防災意識の啓発

具体的な施策 № 内容・方向性

安心して暮らせる環境づくり

防災訓練や訓練放送の事前案内など多言語でFacebookに投稿
し防災意識の向上に努めた。
カムチャッカ半島の地震による津波警報では、危機管理課、外国人
情報窓口、外国人アンバサダーと連携し、迅速な情報発信を実施し
た。

・外国人情報窓口にて、防災ファイル（外国語版）と洪水ハザード
マップ（外国語版）を配布し、周知・啓発ができた。
・防災講座において、外国人に対して防災の啓発を行った（2/8参
加者数１５名）

がんばる企業応援団事業や企業訪問において、随時情報提供を
行った。

防災訓練や訓練放送の事前案内など多言語でFacebookに投稿
し防災意識の向上に努めた。

継続 防災ファイル（外国語版）を通じた防災啓発を行う。
国際交流協会を通じた防災啓発を行う。
洪水ハザードマップ（外国語版）を周知する。

継続 他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

継続
国際交流協会や企業を通じて防災啓発を行う。
災害協定先に外国人への支援や登用を呼びかける。

継続 他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

継続

種別 2025年度　取組計画
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職場環境の整備　～定住・永住者や技能実習制度を活用する外国人市民が安心して働き、労働意欲や学習意欲の向上を図ることができるように、外国人向け相談窓口の充実と企業や関係機関と連携した職場環境の整備に努めます～基本施策 ⑹

継続
拡充

ベトナム語対応の充実を図る。
３言語のFacebookで、動画を活用した情報発信を行う。

自治デザイン課
各課

18

関係機関と連携し、情報を発信するよう努める。

⑭ 外国人を雇用する
企業の実態把握

19
外国人を雇用している企業への訪問やアンケートによ
り実態把握を行います。

自治デザイン課

自治デザイン課
各課

他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

⑮ 外国人を雇用する
企業に向けた啓発

外国人を雇用している企業の先進的事例を市内企
業に紹介します。

産業政策課

経済観光課

産業政策課

自治デザイン課

経済観光課

商工会議所や商工会、外国人を雇用する企業と連携
し、人権保障および職場環境の改善に向けた啓発と
就労支援を行います。

21

経済観光課

産業政策課

福祉相談課

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

20

通訳があったことにより、外国人市民に対しても必要な情報提供お
よび支援ができた。

2025年度　取組結果

外国人情報窓口に10月からベトナム語相談者を常駐配置した。
ポルトガル語、タガログ語、ベトナム語で積極的な情報発信を行っ
た。

ハローワークと連携し、ワークピア磐田で週2回就労に関する外国
人総合相談コーナーを設置し、相談業務を実施。状況の把握に努
めている。
また、ハローワーク・労働局と雇用についての雇用対策運営協議会
を1回開催し、今年度の取組と次年度の事業計画を確認した。

がんばる企業応援団事業や企業訪問において、随時情報提供を
行った。

商工会議所、商工会、金融機関、大学と「磐田市における外国人材
活躍推進の検討に係る相互協力及び連携に関する協定」を締結
し、セミナーを開催した。

がんばる企業応援団事業や企業訪問において、随時情報提供を
行った。

がんばる企業応援団事業で企業訪問時にチラシを配布
磐田市公式LINEで事業所登録者に対して情報発信

外国人アンバサダーを通じて外国人が就労している企業の情報収
集に努めた。

先進的な取組みをしている企業の情報を収集する。
日本語教室受講者が就労している企業とコネクションを作る。

継続
ホッとライン等を活用して県主催のセミナー等について、情報発信
を行った。

がんばる企業応援団事業や企業訪問において、随時情報提供を
行った。

他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

継続

継続

継続
生活保護・困窮相談等をはじめとした福祉に係る業務に適切に対応するため、ポルトガル語通訳を継続して配置する。
また、中国残留邦人等の支援業務に適切に対応するため、中国語通訳を継続して配置する。

継続
静岡産業大学の外国人留学生向けの市内企業見学会により、受入環境整備を進めている企業への訪問および外国人未
雇用事業者との対話による、実情把握を行う。

静岡産業大学と打合せをする中で実施にいたらなった。

継続 関係機関と連携し、情報を発信するよう努める。

継続 関係機関と連携して現状及び課題の把握に努める。

継続 他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

継続 市内企業に対して磐田市日本語教室の周知を行い、修了者の待遇改善や就労に繋がるよう努める。

種別 2025年度　取組計画

継続

通訳を必要とする外国人市民が分け隔てなくサービスが受けられるよう、引き続き、給付金業務、母子保健業務、幼稚園・
保育園入園業務等の手続きに係る支援や情報提供、特別な事情により配慮を要する場合の子育てに関する相談業務等
について、ポルトガル語及び英語の通訳を実施する。

各業務で通訳や翻訳により、外国人市民に対しても分け隔てなく必
要な情報を提供することができた。

こども若者家庭セン
ター
（ひと・ほんの庭　に
こっと）

継続
通訳を必要とする外国人市民が分け隔てなくサービスが受けられるよう、引き続き、給付金業務、母子保健業務、幼稚園・
保育園入園業務等の手続きに係る支援や情報提供、特別な事情により配慮を要する場合の子育てに関する相談業務等
について、ポルトガル語及び英語の通訳を実施する。

各業務で通訳や翻訳により、外国人市民に対しても分け隔てなく必
要な情報を提供することができた。

⑬ 外国人相談窓口の充実
外国人の生活・就労・育児などの相談対応と
ＳＮＳ活用や多言語対応を充実します。 こども未来課 継続
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学校教育課

幼児教育保育課

自治デザイン課

継続 英語、ポルトガル語の翻訳版の提供と迅速化を図る。

継続
学校だより等の翻訳、保護者連絡アプリ「コドモン」による学校からの連絡の翻訳版の配信を行う。
磐田市のFacebook等を活用した教育に関する情報発信についての検討。

継続 学校教育課の発信する情報を共有し、外国人情報窓口のFacebook等で周知協力を行う。

学校教育課

自治デザイン課

磐田国際交流協会

継続
静岡県多文化共生課が発行しているパンフレット「ようこそ日本の学校へ」の活用。
プレスクールの開催、進路説明会への外国人児童生徒相談員の派遣。

継続
学校教育課の発信する情報を共有し、外国人情報窓口のFacebook等で周知協力を行う。
こんにちは！の高校進学支援で伝えている情報を、Facebookで発信する。

外国籍の子どもに
向けた支援体制の強化⑯

24
日本の教育や進学制度に関する情報を分かりやすく
提供します。

25
ＳＮＳの活用や多言語チラシ、学校を通じた啓発およ
び教育に関する情報を発信します。

外国人家庭に向けた
教育制度の理解促進⑰

ロールモデルとなる外国人の発掘・連携および
活躍できる場を提供します。

磐田国際交流協会

学校教育課

幼児教育保育課

継続
市内で活躍する２世、３世の外国人市民へ、学校や多文化交流センターなどで現学生に向けた活動の場を設ける。日本語
教室の補助者としての活動を促す。

継続
・多文化交流センターなどと連携しロールモデルとなる外国人の把握に努め、関係機関と共有する。また、自身の経験を子
どもたちに伝えたり、日本語教室で外国人コーディネーターとして活動するなどの活躍の場を提供する。

自治デザイン課

継続
居住地の分散化に対応するため、外国人児童生徒相談員・外国人児童生徒支援員・JSLサポーターの配置を柔軟に行う。
多国籍化に対応するため、県の外国人相談員の活用、自動翻訳機の利用、静岡県多文化共生総合相談センター「かめり
あ」の活用を推進する。

外国籍の園児・児童生徒の増加や多国籍化、
居住地域の分散化に対応した支援と
連携体制を整備します。

磐田国際交流協会

23

基本施策

自治デザイン課
各課

4
⑺

基本方針
子どもの教育環境の整備　～磐田の未来を担う子どもが、母語や国籍を問わず教育が受けられるよう教育環境の整備に努めるとともに、外国人家庭に向けた教育制度の理解促進に努めます～

2025年度　取組結果

22

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

外国人児童生徒相談員・外国人児童生徒支援員・JSLサポーター
の配置を柔軟に行い、居住地の分散化に対応した。多国籍化に対
応するため、県の外国人相談員の活用、自動翻訳機や自動翻訳ア
プリの活用を周知した。

市内公立園において、外国籍の幼児が通園する園と交流プログラ
ムを実施した。

こどもクラスを設置し、学習支援を行った。
多文化交流センター事業の周知に努めた。

みんなで築くＩＷＡＴＡの未来

・外国人児童生徒等学習支援事業（学校教育課）により、市内の小
中学校において日本語や学習の支援を行った（JSLサポート）。支
援する学校と行う事前打合せ、学校教育課と学校と協会とで行う連
絡会、支援者の研修会などにより、関係者との連携を強化した。
・放課後児童クラブ運営の外部委託化により、放課後児童クラブ外
国人児童生活支援事業（放課後活動課）の受託はなくなったが、
放課後児童クラブ運営を受託した企業等から通訳についての問い
合わせがあり、可能な範囲で対応した。事業を外部委託したことに
よる支援の質の低下が懸念された。
・市内2か所の日本語教室こどもクラスにおいて、日本語や学習の
支援を行った。保護者の同席を条件に年長児も受け入れた。
・多文化交流センターでも、小学生・中学生に対し学習の場を提供
した。

日本語教室において、学習者の立場から、支援者の立場に変わる
モデルが現れた。

・多文化交流センターの中学生支援において、社会人となって働い
ている外国ルーツの先輩を招き、クロストークを行った。高校や大学
への進学や就職に向けたモチベーションを高めることができた。

学校教育課の依頼に基づき投稿をしたり、多文化交流センターの
投稿をシェアしたりして情報発信に努めた。

・多文化交流センターの事業としてプレスクール「おやこでまなぶに
ほんのがっこう」を実施し、日本の教育についての情報を入学前の
保護者に提供、こどもには小学校のプレ体験活動を提供した。

学校だより等の翻訳、保護者連絡アプリ「コドモン」による学校から
の連絡の翻訳を、学校と連携して相談員が適宜行った。

通訳職員の配置により、園の御案内、園児の保護者宛て文書など、
英語、ポルトガル語、タガログ語版の提供ができた。

学校教育課の翻訳依頼に基づき、Facebookで多言語情報発信
の行った。

静岡県多文化共生課が発行しているパンフレット「ようこそ日本の
学校へ」を活用したり、外国人児童生徒相談員による窓口での個
別案内を行った。

継続 公立園にて、日本の子どもと外国ルーツをもつ子どもの交流会を実施

種別 2025年度　取組計画

継続
日本語教室で、こどもクラスを設置し日本語や学習支援を行う。
多文化交流センターの学習支援事業を周知する。
受入機関不足への対応を検討する。

継続

・外国人児童生徒等学習支援事業（学校教育課）により、市内の小（中）学校において日本語や学習の支援を行う（JSL
サポート）。支援する学校と行う事前打合せ、学校教育課と学校と協会とで行う連絡会、支援者の研修会などにより、関係
者との連携を強化する。
・放課後児童クラブ外国人児童生活支援事業（放課後活動課）により、市内の放課後児童クラブにおいて日本語や生活
の支援を行う。
・放課後児童クラブ外国人児童生活支援事業（放課後活動課）により、市内の放課後児童クラブにおいて支援員と家庭と
の面談に参加し、内容の通訳を通して施設と外国人利用者の関係の強化を行なう。
・市内2か所の日本語教室こどもクラスにおいて、日本語や学習の支援を行う。保護者の同席があれば、年長児も受け入れ
る。必要に応じ、多文化交流センターなどと連携して、学習機会の提供に努める。

継続
新規

・学校教育課と協力して、プレスクールで、日本の教育についての情報を入学前の保護者に提供する。
・日本語教室のこどもクラスで、または大人のクラスの対話のテーマとして取り上げるなど、必要に応じて日本の教育につい
ての情報を分かりやすく提供する。
・多文化親子ひろばを実施し、保護者に日本の教育についての情報を提供し、子どもの未来を考えることにつなげてもら
う。
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国民健康保険、国民年金制度概要についてチラシ及びパンフレットを配布。
国保税のお知らせ(ポルトガル語チラシ)を市ＨＰへ掲載。
簡易申告書（６か国語）をＨＰに掲載。

継続 介護保険制度を利用する外国人市民は少ないため、今後も保険料等の通知に同封するチラシの作成について検討する。

・いわた多文化子ども支援隊に参加協力し、外国につながる子どもに関わる支援者同士の連携を促進する。
・ふじのくに中学校との連携を更に促進し、まなびを必要としている人が学べる環境を提供することや、学ぶ環境の整備に
協力することに努める。
・静岡県国際交流協会の「ブラジル人学校生徒キャリア形成支援事業」に協力し、ブラジル人学校生徒の進路選択につい
ての意識啓発に努める。
磐田市全体を見据えた外国につながる子どもの根本的な支援体制構築につながるよう、引き続き自治デザイン課、学校教
育課、幼稚園保育園課などに働きかけ、関係機関との情報交換や連携に努める。

４市１町会議で、３回情報共有や勉強会の場を設けた。
3課長会議では議論を行わなかったため、各課担当レベルでの情
報共有の場などの検討を行う。

電子申請案内チラシを外国語版（英語、ベトナム語、ポルトガル語）
で作成した。
資格確認書の更新はポルトガル語版に、国保税（簡易申告書）は、
６か国語をHPに掲載した。

来庁による問合せが多く、通訳を介した説明により対応できている。
そもそも通知そのものを確認されないためチラシ効果はあまり見込
めないと考え作成までは至っていない。

2025年度　取組結果

継続 多文化交流センターやチアホーザとの情報共有を引き続き行う。夜間中学校と連携する。

継続 外国にルーツをもつ園児と公立園園児との計画的な交流活動の機会をつくる。

Facebookによる情報発信を行った。
医事課の協力のもと動画公開した。

４市1町広域連携促進会議で、定期的な情報交換や課題検討、知識習得を行う。
３課長会議（福祉政策課長・市社協地域福祉課長）で、高齢化を議題に上げて対応を検討するとともに、各課内への課題
周知を図る。

継続

継続
拡充

・いわた多文化子ども支援隊の活動は行われなかった。
・ふじのくに中学校との連携を更に促進し、まなびを必要としている
人が学べる環境を提供することや、学ぶ環境の整備に協力すること
に努めた。生徒のボランティア活動として、日本語教室で受入れを
した。
・静岡県国際交流協会の「ブラジル人学校生徒キャリア形成支援
事業」に協力し、ブラジル人学校生徒の進路選択についての意識
啓発に努めた。
・磐田市全体を見据えた外国につながる子どもの根本的な支援体
制構築につながるよう、自治デザイン課の声掛けにより、学校教育
課、幼稚園保育園課、子ども若者家庭センターなどとミーティングを
行い、情報交換や連携の第一歩を踏み出した。
・外国ルーツの生徒が多く在籍する磐田南高等学校定時制におけ
る就職・進学に向けた面接練習に面接官役として協力したり、授業
参観に参加した。

継続 テレビ通訳等、多言語に対応する翻訳システムの活用

継続 外国人情報窓口での、文書翻訳等による支援を行う。

継続
新規

学校教育課、こども部、多文化交流センター、磐田国際交流協会と、外国籍のこどもの関係課連携に向けた情報共有の場
を設ける。

外国人市民へ年金・
福祉・医療制度の周知⑳ ＳＮＳなどを活用して年金制度や介護保険制度、医療

制度の情報発信・周知を行います。

⑲
自治デザイン課
各課
近隣自治体

高齢化に伴う課題共有
と施策を検討する機会
の創出

外国籍の子どもに
向けた支援体制の強化

幼児教育保育課

28
庁内関係課や近隣自治体と会議体を設置し、
課題の共有および必要な施策について検討し、実施
します。

⑱

⑻基本施策

27
多文化交流センターや外国人学校、教育機関と情報
交換や連携を強化します。

自治デザイン課

高齢化を見据えた施策の検討と制度周知

学校教育課

外国人保護者への言語支援体制の整備や保護者同
士がコミュニケーションを図る機会を提供します。

学校教育課

幼児教育保育課

自治デザイン課

磐田国際交流協会

磐田国際交流協会

～近い将来に直面する外国人市民の高齢化問題を見据え、想定される課題の共有と必要な施策について検討するため、庁内関係課および近隣自治体と連携を図ります～
 ～外国人市民へ年金や介護保険制度などの情報発信と周知を行います～

・日本語教室のこどもクラスの保護者や、こどもがいる大人の日本語教室参加者が集まり、子育てや教育についての困りご
とや悩みを話し合ったり、それぞれの家庭での工夫などについて伝えあったりする機会を提供する。
・磐田市全体の取組に可能な範囲で協力する。例えばポルトガル語やタガログ語以外の言語のスタッフが必要な場合に紹
介するなど。
・多文化親子ひろばを実施し、日本人も含めた保護者同士がコミュニケーションを図る機会を提供する。

26

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

自動翻訳機の活用を継続した。また、外国人児童生徒相談員を適
宜派遣したり、全生徒に整備した端末におけるGoogle翻訳の活用
を促したりした。

テレビ通訳等、多言語に対応する翻訳システムを活用し、公私立園
及び課の窓口で利用し、活用を図ることができた。

教育関連課に限らず、全庁的に文書翻訳に対応した。

・多文化交流センターの親子あそびで、多国籍の親子の交流を行っ
た。また、幼稚園等への入園に向けて情報提供をした。

学校教育課、幼児教育保育課、こども若者家庭センター、磐田国際
交流協会、多文化交流センターで10月と３月に打合せを行った。顔
合わせ、情報共有、課題協議を行った。

多文化交流センターやチアホーザをはじめとするブラジル人学校、
県教委との情報共有を行った。

市内公立園において、外国籍の幼児が通園する園と交流プログラ
ムを実施した。

国保年金課

高齢者支援課

種別

継続

自治デザイン課
多言語版Facebookを活用し、情報発信を行う。
作成した磐田市立病院へのかかり方の動画について、情報発信により周知する。

継続

29

自動翻訳機の整備を進める。外国人児童生徒相談員を適宜派遣する。
全生徒に整備した端末におけるGoogle翻訳の活用。

継続
新規

2024年度　取組計画

継続
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５％以上

指標1 初期支援教室で支援を受けた児童生徒の適応状況
（学校における３ヶ月の出席率）

現状値
（R2年） 95.0% 目標値

（R8年） 97%以上

基本方針 4

18,312件

指標2 地域防災訓練に参加する外国人市民の参加率
現状値

（R2年） 2.8% 目標値
（R8年）

現状値
（R2年）

基本方針 3

指標1 外国人情報窓口における相談対応の件数

指標2 外国人情報窓口から情報提供するＳＮＳのフォロワー（情報到達）率
現状値

（R2年）

ポルトガル語：38.9％
タガログ語：9％
ベトナム語：０％（未開設）

目標値
（R8年）

ポルトガル語：６０％以上
タガログ語：４０％以上
ベトナム語：30％以上

65％以上

基本方針 2

指標1 「いわた日本語能力判定」により「レベル0から1」および「レベル1から2」へ昇級し
た累積人数

現状値
（R2年） 実績なし 目標値

（R8年） 200人以上

多言語対応と日本語学習機会の充実

85％以上外国人市民の市民意識調査において、地域で暮らす日本人へ
親しみを「とてもよく感じる」、「やや感じる」と回答した人の割合

現状値
（R2年）

日本人市民の市民意識調査において、地域で暮らす外国人へ
親しみを「とてもよく感じる」、「やや感じる」と回答した人の割合

現状値
（R2年）

　　成　　果　　指　　標

２０２5年度時点　進捗状況

63.5％（R6数値）

37.6％（R6数値）

目標値
（R8年）

基本方針 1 多様な文化の違いを認め合える地域づくり

44.8% 目標値
（R8年）

指標１ 73.2%

指標2

93.00%

令和７年度前後期合計　８人

ポルトガル語：78％（4,954人、フォロワー3,870人）
タガログ語：50％（1,755人、フォロワー882人）
ベトナム語：44％（952人、フォロワー420人）

安心して暮らせる環境づくり

12,084件

９月総合防災訓練　1.1％（108人）
１２月地域防災訓練　1.2％（122人）

みんなで築く　ＩＷＡＴＡの未来

目標値
（R8年） 20,000件以上
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新規

キーパーソンとなる
外国人市民の育成・支
援

7

外国人に対し自治会活動へ参加を促進するため
情報を発信します。

内容・方向性

③

具体的な施策

基本施策 ⑴

自治デザイン課

磐田国際交流協会、多文化交流センターを通じ、
外国人市民が集まる場で多文化共生を啓発します。

外国人市民に対し
地域活動への参加促進

6

具体的な施策

磐田国際交流協会

№

1

内容・方向性

自治会や地域づくり協議会と連携した多文化共生意
識の啓発および「やさしい日本語」を普及します。

担当課・関係課・団体

福祉政策課

学校教育課

自治デザイン課

3

自治デザイン課

磐田国際交流協会

磐田国際交流協会などの関係団体と連携し、
外国人リーダーに関する情報共有および
育成・支援を行います。

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

磐田国際交流協会・多文化交流センター・
交流センター・市民団体等と連携して交流を
促進します。

日本人市民と外国人
市民の交流促進

5

担当課・関係課・団体

基本施策

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

⑵

④

№

⑤

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

■第4次多文化共生推進プラン　取組計画（調査票）
多様な文化の違いを認め合える地域づくり

「やさしい日本語ガイドブック」を活用して、交流センター講座や自治会の会合の場を活用して地域向けにやさしい日本語
研修を実施する。やさしい日本語に加え、各種翻訳アプリの活用を促す。

2026年度　取組計画

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

基本方針 1

種別

磐田国際交流協会

継続
外国人情報窓口の転入オリエンテーションや個別相談の際、自治会参加促進のための資料配布及び説明。
R5年度作成の自治会紹介動画を活用した、情報発信

相互理解の促進　～日本人市民と外国人市民の相互理解の促進を図るため、講座の開催や交流イベントの企画および情報発信に努めます～

2026年度　取組結果

種別

継続
新規

継続 交流センターで多文化共生を取り入れた講座（やさしい日本語、異文化理解）を開催する。

継続

2026年度　取組結果

各校で行う人権教育の中で多文化共生をテーマとして扱い、子供たちの人権意識を育てていく。

ふれあい交流センターにおいて英会話教室を実施し、他国の言語への触れ合いをとおして多文化への理解を深める。

継続 各団体の窓口や、開催イベントで、日本語教室の案内や自治会の案内を行う。

継続

・日本語教室やICEの交流会、地域や他団体のイベントで、外国人の参加を通じて住民同士のつながりを増やし、多文化
共生意識を啓発する。
・インターナショナルフェスタへの外国人の参加を促し、準備から当日までの活動を通して多文化共生を啓発する。
・多文化交流センターで多文化ひろばを開催し、地域住民と外国人市民のつながりの機会を創出する。

Ｆａｃｅｂｏｏｋを活用した多言語による情報発信を行う。
また、動画による情報発信を活用し、より多くの外国人へ情報を届ける。

継続

継続 ＩＣＥ、多文化交流センター等の開催イベントや磐田日本語教室になど幅広く多文化共生事業を広報する。

継続
新規

・日本語教室で、参加する外国人と日本人とが対話をする活動を行う。外国人学習者はもちろん、地域の日本人住民に積
極的に日本語教室への参加を促して、地域の多文化コミュニティーとして機能するようにし、交流を促進する。
・インターナショナルフェスタの開催にあたり、準備から当日までの活動を通して交流する。
・年3回程度の交流会で、外国人、日本人参加者が交流する。
・多文化交流センターで工作や体操、英語での遊びを実施し、外国人親子と日本人親子が交流する。

消防SNSで掲載する内容を翻訳し、Facebookを活用して多言語による情報発信を行う。

2026年度　取組計画

継続
防災訓練等の地域活動で、少し日本語が喋れる・活発に活動に参加している外国人市民について、記録を残し市に報告
する。
外国人アンバサダーを通じた外国人コミュニティの実態把握

継続 ・リーダーに適すると思われる外国人を連携先と共有し、活躍の場につなげる。
・防災に関心のある外国人市民に対し、多文化防災の視点から勉強会等を行い防災リーダーを育成する。

①

2
学校、交流センターなどで国際理解や人権に
関する市民向け講座などを開催し、多文化共
生を啓発します。

② 外国人市民へ
多文化共生の啓発

継続

予防課

日本人市民へ
多文化共生の啓発

4 外国人情報窓口やＳＮＳなどを活用して
多文化共生を啓発します。

協働の促進　～外国人市民が、地域の一員として地域社会に参画することを促すとともに地域における外国人リーダーの育成に努めます～

1 ページ
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⑥

⑦ ＳＮＳの活用と
多言語化の充実

10
市ウェブサイトやＳＮＳを活用した多言語による情報
提供と、外国人向けのシティプロモーションを充実しま
す。

継続
いわたホッとメールの多言語配信及び自動翻訳機能がある地域情報サイト「いーわいわた」、広報プラスアプリの周知を
図る。

「やさしい日本語」
の活用

2

Facebookの言語拡充を実施し、多様な言語で情報発信を行う。
磐田市多文化共生事業のPR動画を作成し、FacebookやYoutubeで広く発信する。
窓口に設置する申請書様式や配付するチラシの外国語版を作成する。（市税課）

基本方針

継続

内容・方向性 担当課・関係課・団体

自治デザイン課
各課

自治デザイン課
各課

基本施策 ⑶
具体的な施策 №

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

磐田国際交流協会

自治デザイン課

磐田国際交流協会

基本施策 ⑷

11 磐田国際交流協会などの関係団体を通じて
各種情報の取得方法を周知します。

⑧ 日本語支援者の育成 12
日本語支援者の研修および日本語ボランティア養成
講座の実施により人材発掘と育成を行います。

13 SNSの活用や自治会などの関係団体を通じて日本
語学習意識を啓発します。

磐田国際交流協会

日本語教室の実施・
運営

14 日本語が話せない方をはじめ、レベルに応じた
日本語を習得できる教室の運営と支援を行います。

8 市職員に向けた「やさしい日本語」の周知および研
修を実施します。

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

広報・広聴ＣＰ課

継続
外国人が集まるイベント等でFacebook、ホッとメールなどの情報発信媒体の周知を行う。
外国人市民向けに発行する資料に、Facebook等のURLを掲載し、フォローを促進する。

担当課・関係課・団体

継続

・話せない人の入門クラス、少し話せる人の初級クラスを対面とオンラインで設置。
・様々な人が学習しやすい環境を用意し運営する。
・興味関心の持てる内容の教室活動に努め、学習者の積極的な参加を促し、それによる日本語能力アップと社会生活の
改善充実を目指す。
・多文化交流センターにおいて、外国人市民のニーズに合わせ、託児付きのキャリア支援としての日本語教室を開設する。

・日本語教室やICE窓口、イベントに来る外国人に対し、いわたホッとメールや市Facebook、県の防災アプリ、ICEの
Facebook、その他多言語で得られる情報の取得方法を周知することに務める。
情報を得られるツールのURLなどの情報を可能な範囲で掲載する。

自治デザイン課

磐田国際交流協会 継続
新規

2026年度　取組結果

2026年度　取組結果

継続
研修会の中で、翻訳アプリの活用も含めた各課・グループでの活用促進と文書確認を呼び掛ける。
参考となるやさしい日本語の活用例などを各課へ示す。

多言語対応と日本語学習機会の充実

種別 2026年度　取組計画

「やさしい日本語ガイドブック」を活用して、職員向け研修会を開催する。
静岡県主催のやさしい日本語講座を全庁的に案内し、参加を促す。

種別 2026年度　取組計画

・日本語教室の様子を各教室の外国人コーディネーターにFacebookで発信してもらい、学習意識を啓発する。
・他団体の日本語講習もSNS等で発信、日本語教室で周知することで、日本語を学んでみようという意識を啓発する。
・日本語教室では、テーマ設定や活動内容、運営などを工夫することで、学習者のモチベーションが維持できるよう、
　学習が継続しやすいように務める。

継続
日本語教室の受講者数や習熟度を把握し、適切な措置を講ずる。
磐田日本語能力判定にて、40人以上の日本語能力レベル上昇を図る。

自治会、地域づくり協議会で、地域住民に対する周知協力。
ボランティア体験コースを設け、参加しやすい環境をつくる。
日本人支援者募集用動画を活用し、電子媒体による周知を行う。

継続
・日本語ボランティア・指導者養成講座を行い、市内の日本語教室で活動する日本語支援者を発掘、養成する。
・日本語支援者スキルアップ研修を行い、教室コーディネーター・支援者・これから活動したい人のスキルアップを目指す。
・日本語ボランティアを希望する地域住民が、気軽に活動に参加できるよう体験会を実施する。

継続

継続

自治デザイン課
各課

⑨ 日本語学習意識の啓発

⑩

9
市の各種通知や案内などに「やさしい日本語」の使
用を促進します。

具体的な施策 № 内容・方向性

日本語教育の推進　～定住、永住する外国人市民に対して、日常会話レベルの日本語能力を身に付けられる学習環境を提供するとともに、学習意欲のある方が希望するレベルの日本語学習機会を確保します～

ＩＣＴなどを活用した情報提供の充実　～生活に必要な情報を、すべての外国人市民が受け取りやすいように「やさしい日本語」やＳＮＳ、動画を活用した情報発信に努めます～

継続
日本語教室の様子を定期的に、Facebook等で情報発信する。
外国人アンバサダーを通じて、地域の外国人コミュニティに対して情報発信する。

継続
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基本方針 3

15
災害時や感染症発生時に必要な情報を届け、適切な
対応が行えるようＮＰＯ団体や外国人を雇用している
企業等と連携した支援体制を構築します。

防災訓練の開催情報や各種避難情報などを、多言語に翻訳しFacebook等で発信する。
外国人アンバサダーを通じた意識啓発に努める。
地域の自主防災会に、外国人市民に対する配慮を意識啓発する。

災害・感染症に備えた
支援体制の構築

基本施策 ⑸

自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

国際交流協会や企業を通じて防災啓発を行う。
災害協定先に外国人への支援や登用を呼びかける。

継続⑪

危機管理課

産業政策課・企業

磐田国際交流協会 継続

・ICEのSNSや各日本語教室の連絡ツールを使い、災害時に必要な情報を「やさしい日本語」と可能な言語で発信する。
・いわた減災ネットワーク連絡会や災害ボランティアコーディネーター連絡会などに参画し、災害発生時等に適切な対応を
行うための支援体制構築に協力する。
・日本語教室で防災をテーマにすることで外国人の防災・減災意識を高めるために、関係機関と連携する。
・防災に関心がある外国人市民を対象に、外国人に対する減災教育や発災時の被災者支援ができる人材を育成する。

継続
自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

産業政策課・企業

継続

災害時に地域リーダーとなる外国人市民の把握に努める。
多文化共生推進協議会で、各団体との連携について協議し、支援体制のイメージを作る。

継続

継続 他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

⑫
自治デザイン課
自治会連合会
地域づくり協議会

危機管理課

産業政策課・企業

ＳＮＳの活用や自主防災会・企業など防災活動を行う
関係団体を通じて防災意識を啓発します。

危機管理課16

他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

地域防災訓練へ参加を促進する中で、防災意識を啓
発し、地域リーダーとなる外国人材の発掘・育成を行
います。

継続
自主防災会長研修会で自主防災会長等に外国人役員登用を呼びかけ、より多くの外国人が
防災訓練をはじめとした地域活動に参加できるようにする。

継続

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

安心して暮らせる環境づくり

2026年度　取組結果

他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。

継続
SNSの活用や、外国人アンバサダーを通じた情報発信及び意識啓発
防災訓練に参加した外国人市民から、協議会単位で防災リーダーを選出する。

継続
防災ファイル（外国語版）を通じた防災啓発を行う。
国際交流協会を通じた防災啓発を行う。
洪水ハザードマップ（外国語版）を周知する。

種別 2026年度　取組計画

防災意識の啓発

17

危機管理意識の啓発　～災害や感染症の発生に備え、外国人市民の危機管理意識の向上と地域組織や企業などと連携した支援体制の構築に努める中で、地域リーダーとなる外国人人材の発掘と育成を行います～
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基本施策 ⑹

産業政策課

自治デザイン課
各課

福祉相談課 生活保護・困窮相談等をはじめとした福祉に係る業務に適切に対応するため、ポルトガル語通訳を継続して配置する。
また、中国残留邦人等の支援業務に適切に対応するため、中国語通訳を継続して配置する。

外国人の生活・就労・育児などの相談対応と
ＳＮＳ活用や多言語対応を充実します。

2026年度　取組結果

新規 協力確認書を提出している特定技能所属機関へのアンケートや関係課の企業訪問を活用して、実態把握を行う。

外国人を雇用している企業の先進的事例を市内企
業に紹介します。

産業政策課

継続
拡充

ニーズ把握と的確な情報発信に努める。
３言語のFacebookで、動画を活用した情報発信を行う。

こども未来課

外国人を雇用する
企業に向けた啓発

⑬外国人相談窓口の充実 18

産業政策課

⑭外国人を雇用する
企業の実態把握

19 外国人を雇用している企業への訪問やアンケートに
より実態把握を行います。

自治デザイン課

自治デザイン課

⑮

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

21

先進的な取組みをしている企業の情報を収集する。
日本語教室受講者が就労している企業とコネクションを作る。

自治デザイン課
各課

継続
通訳を必要とする外国人市民が分け隔てなくサービスが受けられるよう、引き続き、給付金業務、母子保健業務、幼稚園・
保育園入園業務等の手続きに係る支援や情報提供、特別な事情により配慮を要する場合の子育てに関する相談業務等
について、ポルトガル語及び英語の通訳を実施する。

継続
他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。
関係機関と連携し、情報を発信するよう努める。

継続
拡充

市内企業に対して日本語教室をはじめとして関連する多文化共生施策の周知を行う。
外国人雇用主に従業員への日本語教育の責務があることを啓発する。

商工会議所や商工会、外国人を雇用する企業と連携
し、人権保障および職場環境の改善に向けた啓発と
就労支援を行います。

継続
他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。
関係機関と連携し、情報を発信するよう努める。

継続
他担当課からの事業者向け情報を市内事業者へ発信する。
関係機関と連携し、情報を発信するよう努める。

継続

20

こども若者家庭セン
ター
（ひと・ほんの庭　に
こっと）

新規
通訳を必要とする外国人市民が分け隔てなくサービスが受けられるよう、引き続き、給付金業務、母子保健業務、幼稚園・
保育園入園業務等の手続きに係る支援や情報提供、特別な事情により配慮を要する場合の子育てに関する相談業務等
について、ポルトガル語及び英語の通訳を実施する。

種別 2026年度　取組計画

継続

職場環境の整備　～定住・永住者や技能実習制度を活用する外国人市民が安心して働き、労働意欲や学習意欲の向上を図ることができるように、外国人向け相談窓口の充実と企業や関係機関と連携した職場環境の整備に努めます～
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・日本語教室のこどもクラスの保護者や、こどもがいる大人の日本語教室参加者が集まり、子育てや教育についての困り
ごとや悩みを話し合ったり、それぞれの家庭での工夫などについて伝えあったりする機会を提供する。
・磐田市全体の取組に可能な範囲で協力する。例えばポルトガル語やタガログ語以外の言語のスタッフが必要な場合に
紹介するなど。
・多文化交流センターで工作や体操、英語での遊びを実施し、外国人親子と日本人親子がコミュニケーションを図る機会
を提供する。

継続 テレビ通訳等、多言語に対応する翻訳システムの活用

継続 外国人情報窓口での、文書翻訳等による支援を行う。

継続
新規

外国人保護者への言語支援体制の整備や保護者同
士がコミュニケーションを図る機会を提供します。

学校教育課

幼児教育保育課

自治デザイン課

磐田国際交流協会

学校教育課

幼児教育保育課

自治デザイン課

継続 園から保護者への連絡文書について翻訳版の提供を推進する

継続
学校だより等の翻訳、保護者連絡アプリ「コドモン」による学校からの連絡の翻訳版の配信を行う。
磐田市のFacebook等を活用した教育に関する情報発信についての検討。

継続 学校教育課の発信する情報を共有し、外国人情報窓口のFacebook等で周知協力を行う。

学校教育課

自治デザイン課

磐田国際交流協会

継続
静岡県多文化共生課が発行しているパンフレット「ようこそ日本の学校へ」の活用。
進路説明会への外国人児童生徒相談員の派遣。

継続
学校教育課の発信する情報を共有し、外国人情報窓口のFacebook等で周知協力を行う。
こんにちは！の高校進学支援で伝えている情報を、Facebookで発信する。

外国籍の子どもに
向けた支援体制の強化⑯

24 日本の教育や進学制度に関する情報を分かりやすく
提供します。

25 ＳＮＳの活用や多言語チラシ、学校を通じた啓発およ
び教育に関する情報を発信します。

外国人家庭に向けた
教育制度の理解促進⑰

ロールモデルとなる外国人の発掘・連携および
活躍できる場を提供します。

26

学校教育課

幼児教育保育課

継続
市内で活躍する２世、３世の外国人市民へ、学校や多文化交流センターなどで現学生に向けた活動の場を設ける。日本語
教室の補助者としての活動を促す。

継続
・ロールモデルとなる外国人の把握に努め、関係機関と共有する。また、自身の経験を子どもたちに伝えたり、日本語教室
で外国人コーディネーターとして活動するなどの活躍の場を提供する。

自治デザイン課

継続
居住地の分散化に対応するため、外国人児童生徒相談員・外国人児童生徒支援員・JSLサポーターの配置を柔軟に行
う。多国籍化に対応するため、県の外国人相談員の活用、端末を活用した自動翻訳アプリの利用、静岡県多文化共生総
合相談センター「かめりあ」の活用を推進する。

磐田国際交流協会

23

基本施策

自治デザイン課
各課

磐田国際交流協会

⑺
基本方針

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

22

4

外国籍の園児・児童生徒の増加や多国籍化、
居住地域の分散化に対応した支援と
連携体制を整備します。

継続 公立園にて、日本の子どもと外国ルーツをもつ子どもの包摂的な保育に取り組む

みんなで築くＩＷＡＴＡの未来

種別 2026年度　取組計画

子どもの教育環境の整備　～磐田の未来を担う子どもが、母語や国籍を問わず教育が受けられるよう教育環境の整備に努めるとともに、外国人家庭に向けた教育制度の理解促進に努めます～

2026年度　取組結果

継続
端末を用いた、自動翻訳アプリの活用を進める。外国人児童生徒相談員を適宜派遣する。
全生徒に整備した端末におけるGoogle翻訳の活用。

日本語教室で、こどもクラスを設置し日本語や学習支援を行う。
多文化交流センターの学習支援事業を周知する。
受入機関不足への対応を検討する。

・外国人児童生徒等学習支援事業（学校教育課）により、市内の小（中）学校において日本語や学習の支援を行う（JSL
サポート）。支援する学校と行う事前打合せ、学校教育課と学校と協会とで行う連絡会、支援者の研修会などにより、関係
者との連携を強化する。
・市内2か所の日本語教室こどもクラスにおいて、日本語や学習の支援を行う。保護者の同席があれば、年長児も受け入
れる。必要に応じ、多文化交流センターなどと連携して、学習機会の提供に努める。

継続
新規

・学校教育課と協力して、プレスクールで、日本の教育についての情報を入学前の保護者に提供する。
・日本語教室のこどもクラスで、または大人のクラスの対話のテーマとして取り上げるなど、必要に応じて日本の教育につ
いての情報を分かりやすく提供する。

継続

継続
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４市1町広域連携促進会議で、定期的な情報交換や課題検討、知識習得を行う。
各課担当での情報共有や連携の場を設ける。

継続

継続

国民健康保険の加入脱退手続きに係る電子申請の案内を外国語版（英語、ベトナム語、ポルトガル語）のチラシ及び電子
申請方法のマニュアルを活用してPRする。
国保税のお知らせ(ポルトガル語チラシ)を市ＨＰへ掲載。
簡易申告書（６か国語）をＨＰに掲載。

継続 介護保険制度を利用する外国人市民は少ないため、今後も保険料等の通知に同封するチラシの作成について検討する。

多文化交流センターや認可外国人学校との情報共有を引き続き行う。

継続 外国にルーツをもつ園児と公立園園児との計画的な交流活動の機会をつくる。

2026年度　取組計画

継続

・ふじのくに中学校との連携を更に促進し、まなびを必要としている人が学べる環境を提供することや、学ぶ環境の整備に
協力することに努める。
・静岡県国際交流協会の「ブラジル人学校生徒キャリア形成支援事業」に協力し、ブラジル人学校生徒の進路選択につい
ての意識啓発に努める。

継続

継続
学校教育課、こども部、多文化交流センター、磐田国際交流協会と、外国籍のこどもの関係課連携に向けた情報共有の場
を複数回設ける。

５％以上

指標1 初期支援教室で支援を受けた児童生徒の適応状況
（学校における３ヶ月の出席率）

現状値
（R2年） 95.0% 目標値

（R8年） 97%以上

基本方針 4

18,312件

指標2 地域防災訓練に参加する外国人市民の参加率
現状値

（R2年） 2.8% 目標値
（R8年）

現状値
（R2年）

現状値
（R2年）

基本方針 3

指標1 外国人情報窓口における相談対応の件数

指標2 外国人情報窓口から情報提供するＳＮＳのフォロワー（情報到達）率

指標2

現状値
（R2年）

ポルトガル語：38.9％
タガログ語：9％
ベトナム語：０％（未開設）

目標値
（R8年）

ポルトガル語：６０％以上
タガログ語：４０％以上
ベトナム語：30％以上

65％以上

基本方針 2

指標1 「いわた日本語能力判定」により「レベル0から1」および「レベル1から2」へ昇級し
た累積人数

自治デザイン課 多言語版Facebookを活用し、情報発信を行う。継続

実績なし 目標値
（R8年） 200人以上

多言語対応と日本語学習機会の充実

85％以上外国人市民の市民意識調査において、地域で暮らす日本人へ
親しみを「とてもよく感じる」、「やや感じる」と回答した人の割合

現状値
（R2年）

外国人市民へ年金・
福祉・医療制度の周知⑳ ＳＮＳなどを活用して年金制度や介護保険制度、医療

制度の情報発信・周知を行います。

⑲

日本人市民の市民意識調査において、地域で暮らす外国人へ
親しみを「とてもよく感じる」、「やや感じる」と回答した人の割合

自治デザイン課
各課
近隣自治体

高齢化に伴う課題共有
と施策を検討する機会
の創出

現状値
（R2年）

　　成　　果　　指　　標

外国籍の子どもに
向けた支援体制の強化 幼児教育保育課

28
庁内関係課や近隣自治体と会議体を設置し、
課題の共有および必要な施策について検討し、実施
します。

⑱

⑻基本施策

27
多文化交流センターや外国人学校、教育機関と情報
交換や連携を強化します。

自治デザイン課

高齢化を見据えた施策の検討と制度周知

学校教育課

磐田国際交流協会

具体的な施策 № 内容・方向性 担当課・関係課・団体

～近い将来に直面する外国人市民の高齢化問題を見据え、想定される課題の共有と必要な施策について検討するため、庁内関係課および近隣自治体と連携を図ります～
 ～外国人市民へ年金や介護保険制度などの情報発信と周知を行います～

国保年金課

高齢者支援課

種別

目標値
（R8年）

基本方針 1 多様な文化の違いを認め合える地域づくり

44.8% 目標値
（R8年）

指標１ 73.2%

29

安心して暮らせる環境づくり

みんなで築く　ＩＷＡＴＡの未来

目標値
（R8年） 20,000件以上

2026年度時点　進捗状況

2026年度　取組結果
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資料３ 

第５次多文化共生推進プランの策定スケジュールについて 

１ 令和８年度スケジュール案                                                                
 

時期 協議会 【参考】事務局 

～５月 ― ― 骨子案作成 

６月１日 第１回 
策定スケジュール案、骨子案の共有 

第５次プランで取り組むべき具体的な課題 

第１回開催後 

骨子案修正 

６月 ― ―  

７月 第２回 
プラン体系図案の修正や施策別の取組内容の検討 

【市議会議員に傍聴案内予定】 
 

８月 ― ― 
素案作成 

９月 ― ― 

10 月 

月初 
第３回 

プラン冊子案や具体的な取組内容案の見直し協議 

【市議会議員に傍聴案内予定】 
 

11 月 ― ― 市民向けヒアリング 

１２月 

月初 
第４回 

プランに関する外国人市民向けヒアリング結果共有 

プラン冊子（修正案）の見直し最終協議 
 

１月 ― ― パブリックコメント 

２月 ― 
パブリックコメントの結果を書面共有（予定） 

必要に応じて、第 5 回の協議会を開催 
 

３月 ― ― プラン公表 

 

【参考】 第４次多文化共生推進プラン策定時のスケジュール                                          

年度 協議会時期 内容 

令和３年度 

第１回 協議会（６月） 
策定スケジュール案、骨子案の共有 

第４次プランで取り組むべき具体的な課題（意見交換） 

第２回 協議会（９月） プラン体系図案の修正や施策別の取組内容の検討 

第３回 協議会（１１月） プラン冊子案や具体的な取組内容案の見直し協議 

第４回 協議会（１２月） 
プランに関する外国人市民向けヒアリング結果共有 

プラン冊子（修正案）の見直し協議 

第５回 協議会（２月） プランの最終確認、プラン冊子（最終案）の見直し協議 

 



第5次磐田市多文化共生推進プラン

骨子案と各種調査結果・成果指標の分析

計画期間：令和9年度（2027年度）から令和13年度（2031年度）

磐田市自治デザイン課共生社会推進G

資料４



基本理念と基本方針の体系の骨子案

基本理念

国籍・民族・文化の違いを力に変え、共に創るまち磐田

基本方針01 基本方針02

多様な文化を認め合い共に活躍す
る地域づくり

• 相互理解と交流の促進

• 差別・偏見解消の推進

• 外国人市民の社会参画

• 企業への啓発

基本方針03

安心して暮らせる環境づくり

• 相談体制の充実

• 防災・危機管理

• 住環境・生活ルール周知

基本方針04

みんなで築くIWATAの未来

• 子どもの教育環境整備

• 進学・キャリア支援

• 育成就労制度への対応

• 高齢化への対応

【第4次からの発展】「認め合う」から「力に変える」へ（インターカルチュラルの視点）／「あいさつを交わす」から「共に創る」へ（市の政策の視点）

キーワード

生活オリエンテーション、地域交流、意識
啓発、差別・偏見の解消、情報発信
地域への参加、自治会加入の促進、キー
パーソンの育成、外国人材の登用、地域内
連携

言葉の壁をなくす人づくり

• やさしい日本語の普及

• 翻訳アプリや生成AIの活用

• 言語による情報提供

• 日本語学習機会の充実

• 日本語支援者育成

キーワード キーワード キーワード

職員研修、地域向け研修、SNS発信、翻訳
アプリや生成AIの活用
日本語教室（対話交流型、人材育成）、学
習意識啓発

防災意識啓発、キーパーソン発掘、地域防
災への参加、情報伝達
就労支援、受入企業、特定技能協力確認書、
情報発信、実態把握

子育て支援、初期支援体制、関係機関の連
携強化、不就学児対応
外国人の高齢化、国施策の動向（育成就労、
秩序ある共生社会）

横断的な視点：外国人市民は地域住民の一員、地域づくりのパートナーである意識をもつ。



第4次プラン成果指標の課題（1）親しみ指標

【最重要課題】親しみ指標の下降傾向

外国人市民から日本人への親しみ度（磐田市抜粋）

初期値（R2） 73.2%
目標値（R8） 85%以上

R6実績 63.5%（-9.7pt）

同調査 県平均70.1%を6.6pt下回る

日本人市民から外国人への親しみ度（磐田市抜粋）

初期値（R2） 44.8%
目標値（R8） 65%以上

R6実績 37.6%（-7.2pt）

同調査 県平均45.7%を8.1pt下回る

課題分析

• 両指標とも目標に向かうどころか、初期値よりも悪化している深刻な状況

• 県平均と比較しても大きく下回っており、磐田市固有の課題

• 外国人住民の増加に伴い接点は増えているが「親しみ」には繋がっていない

• R7市民意識調査でも「差別があると感じる」が58%と約6割に達している

【根拠資料】静岡県多文化共生基礎調査（R2,R6）



第4次プラン成果指標の課題（2）その他の指標

防災訓練外国人参加率

初期値（R2）：2.8% → R7実績：1.2%
目標値（R8）：5%以上

継続的に低下。

市民意識調査では、「防災訓練や草刈りなどの地域活動に参加しているかわからな
い」という回答が50.4％。「参加している」回答が多かったのは、竜洋地区38.9％。
「参加していない」回答が多かったのは、豊岡地区36.2％。

要対応

相談対応件数

初期値：18,312件 → R7実績：12,084件
目標値（R8）：20,000件以上

効率的な窓口運用や情報発信の強化により減少。

目標値に達していないが、前向きな結果と捉えられる。

指標の再検討が必要。要
分
析

日本語能力昇級者（レベル０→１、１→２）累計

R7実績：64人（累計）

目標値（R8）：200人以上

着実に増加しているが目標には未達。

令和７年度実績では全修了者のうちレベル３以上の修了者が87％。

目標設定の見直しも必要だが、新規受講者の獲得に向けた取り組みが必要か。

要検討

初期支援教室出席率

初期値（R2）：95% → R7実績：93%
目標値（R8）：97%以上

微減傾向。高い水準は維持できている。

要検討

SNSフォロワー率

ポルトガル語：78%（目標60%）

タガログ語：50%（目標40%）

ベトナム語：44%（目標30%）

全言語で目標達成。特にベトナム語は1%から44%へ
大幅向上。

達成・継続指標再検討



R7市民意識調査結果の主要課題

外国人に対する差別認識

58.0%
が差別があると感じている

• 40歳代で最も高い（72.0%）

• 岩田・大藤・向笠地区で62.8%
• 中泉・今之浦地区で60.5%

互いに尊重し対等に暮らすために必要なこと

1位 外国人に地域のルールや習慣を伝える 32.6%

2位 お互いの文化・習慣を学ぶ 23.4%

3位 お互いが日常的にあいさつする 22.6%

地域活動への外国人住民の参加状況

参加している 20.4%
参加しているかわからない 50.4%

• 竜洋地区は「参加している」が38.9%と最多

• 豊岡地区は「参加していない」が36.2%と最多

地域活動への参加促進に必要なこと

1位 外国人に自治会への加入を促す 42.3%

2位 外国人を雇用する企業に協力を依頼 40.8%

3位 多言語で案内チラシを作成する 40.1%


